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Ⅰ.住宅
(ⅰ）⽊造住宅
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（３）令和３年度の木造住宅の取組
ウ．所有者の負担軽減支援のための各種取組

8

○耐震改修事業者向け講習会をオンラインで開催し、所有者の費用負担の軽減につながるよ
う、経済設計やコストの低減を図る耐震改修工法などについて周知（11月 133名受講）

○市町村会議や⾏政職員向け研修会において、代理受領制度や⼿続きの簡素化、⽣命重視
型改修等について、制度を導⼊している市町村の職員による事例紹介を実施し、未導⼊市
町村へ働きかけ（11月）
各種制度の導⼊状況【令和4年4月時点】
○代理受領制度

⾃治体が⼯事業者に直接補助⾦を⽀払うことで、所有者は耐震改修等にかかった費⽤から補助⾦
額を差し引いた⾦額を⽀払う制度で、所有者の⼀時的な負担費⽤をなくすことができる
・代理受領制度︓24市町

○補助メニューのパッケージ化による手続きの簡素化
申請をパッケージ化することで、手続きの回数を減らし、所有者の負担を少なくすることができる
・診断・設計パッケージ︓2市
・設計・⼯事パッケージ︓34市町村

○生命重視型改修
建物全体の改修が困難な所有者が少しでもリスクを減らすことができる
・上部構造評点0.7以上1.0未満を補助対象 ︓19市町

1階のみ1.0以上を補助対象 ︓13市町
・耐震シェルターを補助対象 ︓35市町

… 109⼾
… 7⼾
… 4⼾

補助実績（令和3年度）
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（４）課題の検証
ウ．まとめ
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○建築資材、特に木材について資材費が高騰している
○新設住宅着⼯⼾数は⻑期的に減少していくことが予想されている※
○除却⼾数はコロナ禍において⼤幅に落ち込み、直近は増加しているものの、⻑期的には減少す
ることが予測される
○リフォーム市場規模、既存住宅流通量は今後、増加することが予想されている※

○所有者の費⽤負担に対する課題意識が⼀層⾼くなること、また耐震性の不⾜する築年数の
古い住宅が除却や建替えされずに残ることが予想されるため、補助制度の拡充等、負担軽
減の支援強化が必要
○売買の機会や、代替わりの機会を捉えるなど、既存住宅の流通に合わせた耐震化、リフォー
ムと合わせた耐震化の取組強化が必要

※出典︓株式会社野村総合研究所ニュースリリース
（2022年6月9日）
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Ⅰ.住宅
（ⅱ）分譲マンション











大阪府

（３）令和３年度の分譲マンションの取組
イ．府・市共催耐震化フォーラム、耐震化WEBセミナーの開催

21

○府・市共催で耐震化に特化したフォーラム、個別相談会を開催（11月 10名参加）
・分譲マンション耐震化サポート事業者から建替えの実例について講演

○コロナ禍の状況を踏まえ、府公式YouTube（マンション管理者への限定公開）を活⽤しWEB
セミナーを実施（R3.12⽉〜R4.3月 約450名視聴）
・耐震改修編と建替え編の2部構成。内容を項目ごとに細分化し、いつでもどこでも視聴できるものとした
・公開期間は約３か⽉（年末年始含む）

▲ 府・市共催耐震化フォーラム ▲ WEBセミナー
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（３）令和３年度の分譲マンションの取組
エ．補助制度創設の働きかけ

23

○補助制度のない市町へ、市町村会議や個別協議などで補助制度創設について働きかけ

○耐震診断の補助制度はほとんどの市町で創設済みであるが、設計、改修を⾏うには所有者の⾼齢化、
合意形成、費⽤負担等の課題を解決する必要があるため、補助制度の創設を⾒送る市町が多い

導入市町村数 診 断 設 計 改 修
H30 28市町 4市 5市
R1 28市町 5市 6市
R2 28市町 5市 6市
R3 27市町 5市 6市
R4 27市町 6市 6市

※府内で、旧耐震基準で建てられた分譲マンションがあるのは32市町
※今年度、1市が設計、改修補助制度の創設に向け検討中

□補助制度導⼊の状況

診断の補助制度がある市町
箕面市、摂津市、島本町、守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四條畷市、八尾市、柏原市、東大阪市、
富⽥林市、松原市、⽻曳野市、藤井寺市、⼤阪狭⼭市、和泉市、岸和⽥市、⾙塚市、泉南市

診断・設計・改修の補助制度がある市
大阪市、堺市、豊中市、高槻市、茨木市、吹田市
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Ⅱ.大規模建築物
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（１）大規模建築物の耐震化の概要
ウ．用途別の状況

〔物販店舗〕
○耐震性が不⾜するものは多いが、公表時点から11棟が除却され、耐震化が一定進んでいる
○除却された11棟の所有者はすべて単独の法人であり、スーパー等のチェーン店が９棟、企業ビルが２棟
○残っているものでは、複数の所有者が存在するものがあり、権利者間の調整等が必要になってくるものがある。
改修の年次計画を作成しているスーパー等のチェーン店や、現時点でも撤去⼯事を⾏っているものもあり、
市場において⼀定の更新がなされている

〔病院〕
○耐震性が不⾜するものは多く、耐震化があまり進んでいない
○業務を継続するために非現地での建替えを選ぶ場合が多い
○多くが建替え等の具体的な耐震化の⽅針を⽰せていない。⽅針が⽰されている場合でも⻑期的な計画の
ものがある

〔危険物貯蔵場等〕
○耐震性が不⾜するもの11棟のうち、耐震改修⼯事完了及び⼯事中が３棟、耐震改修⼯事予定が２棟
であり耐震化が進んでいる
〇残っているもの６棟については、耐震化手法について検討中が２棟、耐震化未検討４棟となっている
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Ⅲ．広域緊急交通路沿道建築物
（ⅰ）建物
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（３）令和３年度の広域緊急交通路沿道建築物(建物)の取組
ウ-２．重点化対象建物の用途・規模

48

〜5,000㎡ 〜10,000㎡ 〜15,000㎡ 15,001㎡〜 計
分譲マンション ４ １（１） ２ １ ８（１）
賃貸マンション ６ ー １（１） ー ７（１）
複合施設 ４（１） ー ー ー ４（１）
事務所 ５ １（１） ー ー ６（１）
店舗 ３ １（１） ー ー ４（１）
工場等 ー ー ー ー ー
その他(学校・集会場等) ３ ー ー ー ３

計 25 ３（３） ３（１） １ 32（５）

（令和4年３⽉時点の棟数）

（ ）内は重点環状Line沿道にある建物（内数）
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Ⅲ．広域緊急交通路沿道建築物
（ⅱ）コンクリートブロック塀等
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（３）令和３年度の広域緊急交通路沿道ブロック塀等の取組
イ．耐震評価機関の公表
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○ブロック塀等の耐震改修の補助⾦における耐震評価機関を定め、ホームページで公表
（６月１日 ７機関）

耐震評価機関
・耐震診断が義務付けられた沿道ブロック塀等の耐震改修については、補助要件に府が認めた耐震評
価機関の評価書の取得を義務付け

認定要件
１．「既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会」に属していること
２．「既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会規約」により耐震判定委員会を
設置し、既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会に登録していること（耐震
判定委員会は、学識経験者３名かつ建築構造に精通する建築技術者２名以上の委員で構
成すること）

ほか
認定機関
一般社団法人 大阪府建築士事務所協会
一般財団法人 日本建築総合試験所
公益社団法人 大阪府建築士会
一般社団法人 ⽇本建築構造技術者協会関⻄⽀部
日本E R I 株式会社
ビューローベリタスジャパン株式会社
一般社団法人 中四国構造コンサルティング協会





大阪府（５）令和４年度の広域緊急交通路沿道ブロック塀等の取組
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確実な普及啓発
○令和４年９⽉30日の報告期限に
向けて、義務付け対象ブロック塀等の
所有者へ耐震診断結果報告書の提
出を所管⾏政庁と共に働きかけ

○義務付け対象のブロック塀等の所有
者へ、ダイレクトメールや電話等により
耐震化の働きかけ

所管⾏政庁との連携

○義務付け対象未確定のブロック塀等の所
有者について、個別訪問により、義務付け
対象の確定及び、耐震診断の実施を働
きかけ

○義務付け対象ブロック塀等の所有者の状
況を共有し、確実な普及啓発

○耐震診断結果報告の公表に向けて、所
管⾏政庁と公表内容や時期等について
調整

○確実な普及啓発
○所管⾏政庁との連携


